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1　多種多様な雇用形態
　近年の厳しい経済情勢の影響もあ
り、企業は、従来の「終身雇用」を基
礎にした正社員以外にも、契約社員、
派遣社員、パート・アルバイト等多
種多様な雇用形態を広く採用し、ま
た、正社員の給与も「年功序列」の昇
給のほかに能力型・成果型等の給与
が導入されるなど、雇用形態はきわ
めて複雑なものとなっていることは
皆様もご承知のとおりです。加えて、
企業が事業を展開していくにあたっ
ては、「雇用」された社員のみならず、
企業外の個人事業者等に業務を委託
するといった方法も広く用いられる
ようになっています。
　前回までの「梅ちゃん先生の法律
相談」においては、労務管理に関す
るポイントをお話ししてきましたが、
今回は、そもそも、「労働基準法」「労
働契約法」「労働安全衛生法」といっ
た労務管理に関する法律が、企業に
おいて働く人々のうち誰に適用され
るのか、という点について、お話し
したいと思います。

2　 「労働者」とは？
　労働基準法等の労働条件・労務管
理に関する法律は、企業で働く方々
のうち「労働者」に適用があります。
　働く人はすべて「労働者」じゃな
いの？との疑問をもたれるかもしれ
ませんが、法律は「労働者」について
以下のような定義を置いています。

● 労働基準法（第9条）
『「労働者」とは、職業の種類を
問わず、事業又は事務所に使
用される者で、賃金を支払わ

れる者をいう。』
● 労働契約法（第2条第1項）
『「労働者」とは、使用者に使用
されて労働し、賃金を支払われ
る者をいう。』

　労働条件に関する法律は、労働基
準法以外にも最低賃金法、労働安全
衛生法、労災保険法など数多く存在
しますが、これらの法律における「労
働者」の意義も基本的には労働基準
法における「労働者」と同じと解釈
されています。
　さて、労働基準法や労働契約法に
おける「労働者」の定義のポイント
は、「使用される者」で「賃金を支払
われる者」という2点です。企業に
「使用される」とは、すなわち、企業
から指揮命令を受けて労働を提供す
るということであり、「賃金を支払わ
れる」とは、その提供した労務の対
価として報酬を受けるということで
す。このように企業からの指揮命令
によって労務を提供し、その対価と
して報酬を受け取っている人は「労
働者」に該当し、このような「労働者」
と企業間の規律については、労働基
準法等の労働関係の法律が適用され
るということになります。
　としますと、正社員はもとより、契
約社員、パートタイマー、アルバイト
も「使用されて」「賃金を支払われる」
ということに変わりはありませんか
ら、「労働者」に該当し、労働基準法
等の適用があります。

3　「労働者」と言えるのかが微妙な
　 ケース
（1） 個人事業者の「労働者」性

　企業が、内部の社員ではなく、外
部の個人事業者との間で「業務委
託」「委任」「請負」といった名称で契
約を結び、労務を提供してもらう
ケースがあります。このような契約
形態においては、概ね、労働時間や
作業場所の拘束が弱く、報酬も出来
高制等が採用され、雇用保険や労災
保険への加入手続も取られていない
ことが多いです。
　このようなタイプで働いている人
が、労働基準法等の適用を受ける
「労働者」と言えるのかは、古くから
問題とされ、裁判例も数多く存在し
ます。
　裁判所は、このような場合、①仕
事の依頼への諾否の自由、②業務遂
行上の指揮監督の有無、③時間的・
場所的拘束性、④代替性、⑤報酬の
算定・支払方法を主な判断要素とし、
⑥機械・器具の負担、報酬の額等に
現れた事業者性、⑦専属性等を補助
的な判断要素として、「労働者」と言
えるか否かを判断することが多い
です。
　要するに、働き方の内容について
の具体的事情をつぶさに検討し、
「業務委託」とか「請負」という契約
の名称にとらわれず、実態に即して、
使用者の指揮命令下で労務を提供
していると評価できるのか否かを
ケースバイケースで判断しているの
です。
　ということで、ケースバイケース
の判断となるため、個々の事例にお
いて裁判所の判断が分かれること
があり、弁護士としても、すばやく明
確に答えることが難しいことがあり
ます。
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　裁判例において問題となったの
は、配送運転手（自家用車を持ち込
み）、大工さん（一人親方）、吹奏楽団
員、映画撮影技師、クラブのホステ
ス、証券会社外交員、新聞社のフリー
ランス記者、相撲力士など多様です。
また、裁判所で判断が分かれたもの
に、ＮＨＫ受信料の集金受託者の事
例があります。一審（神戸地裁平成
26年6月5日判決）は「労働者」に該
当するとしましたが、控訴審（大阪
高裁平成27年9月11日判決）はこれ
を否定しました。
　このように、具体的なケースでの
判断は容易ではありませんが、特に、
企業との間で個人事業者として契約
を結びつつも、実態は雇用されてい
る労働者とほとんど変わらないとい
う場合、労務上の不当な取扱いに対
しては労働基準法等の法令が適用さ
れる余地がありますから、注意が必
要です。

（2） 経営者サイドの「労働者」性
　企業における「取締役」「監査役」
や公益法人における「理事」「監事」
といった役員は、企業等に「使用さ
れている」者ではなく、会社法また
は一般法人法上、企業等から経営を
「委任」されている者ですから、「労
働者」にはあたらず、当然、労働基準
法等の適用はありません。なお、比
較的規模の大きな会社では「取締
役」以外に「執行役員」と呼ばれる
地位を設けているケースがありま
す。もっとも、これは会社法には規定
がない制度であり「執行役員」であ
るからといって直ちに「労働者」性
が否定される訳ではありません。「執
行役員」であっても、仕事の実態に
即し、会社の指揮命令下で労務を提
供していると評価できれば、「労働
者」に該当する場合があります。他
方で、管理職（課長・部長など）は、
役員とは異なり、あくまでも企業と
の関係は雇用契約であり、企業の指
揮命令下で労務を提供していること
に変わりはありませんから、「労働
者」に該当します。なお、労働基準法
の労働時間・休憩・休日に関する規
制の適用を除外される「管理監督者」
（労働基準法41条2号）に管理職の
方が該当する場合、これら労働時間
等に関する規制は適用されません
（もっとも、裁判所は「管理監督者」

に該当するか否かは、きわめて厳し
く判断する傾向にあります。）。
　実務上よく問題となるのは、「取
締役」が上級管理職を兼ねて仕事を
している場合です（いわゆる使用人
兼務取締役）。企業内において、管理
職との兼務が規則や規程により制度
化され、役員としての担当業務と従
業員（管理職）としての担当業務が
明確化されていれば、その使用人兼
務取締役は、役員としての地位と「労
働者」としての地位を併せもつこと
になり、管理職としての担当業務に
ついては労働基準法等の法令の適
用を受けることとなります。問題は、
そのように規程等で明確になってい
ない場合ですが、ここでも、その方
の仕事の実態に即し、企業からの指
揮命令下で労務を提供し、その対価
として従業員としての報酬を受けて
いると認められれば、「労働者」と認
定されることとなります。

（3） 専門的な労務を提供する者
　  （医師、弁護士、一級建築士等）
　以下は、皆様にはあまり興味のな
い論点かもしれませんが（私には興
味があるテーマです）、医師、弁護士、
一級建築士等の専門的能力、資格が
ある者が、専ら特定の病院、事務所、
企業等に勤務し、労務を提供してい
るという場合に、これらの者は「労
働者」に該当するのか否か、という
点も問題になることがあります（こ
の点が争いになった裁判例も存在し
ます。）。
　ここでも、「労働者」に該当するか
否かは、仕事の形態・内容について
の具体的事情をもとに、実態に即し、
企業等からの指揮命令によって労務
を提供し、これについて給与を得て
いるのか否かにより判定されます。
裁判例では、大学病院において臨床

研修に従事していた研修医が「労働
者」に該当するのか否かが争われた
ものがあります（これについて、最
高裁平成17年6月3日判決は「労働
者」に該当すると判断しました。）。
　個人的なお話をしますと、私は、
現在は、独立して事務所を構える弁
護士であり、個人事業者であって「労
働者」ではありませんが、４年前ま
では、都内の法律事務所に勤務する
弁護士でした（これを、業界用語で
「イソ弁」（＝居候弁護士の略）と称
します）。イソ弁時代の私が「労働
者」であったのかどうか、よくわかり
ませんが、当時、私自身に「労働者」
という意識はありませんでした。実
際にも、事務所には勤務弁護士用の
タイムカードはなく、給与も、当初は
月単位の基本給であったものの2～
3年後には案件が処理できた場合に
報酬が発生する歩合給となり、仕事
面においても、当初は所長弁護士（こ
れを業界用語で「ボス弁」（＝ボスの
弁護士）と称します）や先輩弁護士
（これを業界用語で「兄弁」（女性の
場合は「姉弁」）と称します）にくっ
ついて法律相談に入ったり、法廷に
行ったりしていたものが、一人でこ
れらをすべてこなすようになり、
困ったときにのみ、ボス弁や兄（姉）
弁に相談するというスタイルであっ
たからです。イソ弁時代の法律事務
所は非常に忙しく、深夜までの残業
や休日出勤は常態化していました
が、もし私が「労働者」であったなら、
時間外手当等はどれほど発生したの
だろうかと今にして思います。もっ
とも、これらの時間外手当等の請求
権は2年で時効消滅しますから、仮
に私が「労働者」であったとしても、
もはや請求することはできません
（笑）。




